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【はじめに】 

 

新年明けましておめでとうございます。本年も当金庫をご愛顧くださいますようお願い申し上げます。 

 

このレポートは当金庫の取引先企業を対象に、平成２３年１０月～１２月期の売上、収益等の現状、経営上の現

状における問題点、及び平成２４年１月～３月期の見通しについて調査したものです。 

 

今回も、製造業、卸売業、小売業、建設業、サービス業及び不動産業の６つの業種合計１８２社からいただいた

回答をもとに集計いたしました。なお飲食業についてはサービス業に含めております。 

「判断指数」とは、各調査項目において、「増加」「上昇」と回答した企業の割合から「減少」「下降」と回答した企

業の割合を差し引いた数値をいいます｡したがって、「増加」「上昇」の回答が多い場合はプラス（＋）の判断指数、

「減少」「下降」の回答が多い場合はマイナス（△）の判断指数となります。 

各項目については、前年同時期の３か月間と比較した場合、直前の３か月間と比較した場合、今後３か月間の

予想の３通りの調査を行いました｡ 

またこのレポートにおける「今期」とは今回の調査期間である平成２３年１０月～１２月を、「前期」は前回の調査

期間である平成２３年７～９月を、「来期」は次回の調査予定期間である平成２４年１～３月を指しています。 

 

また、本レポートについて出来る限り見やすいものにしていきたいと考えておりますので、ご意見やご要望等が

ございましたら当金庫までご連絡いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

おことわり 

◎このレポートに掲げる数値は、富士信用金庫が取引先企業を対象に調査・集計したものであり、

他機関から公表される数値や結果とは異なることがあります。 

◎「％（パーセント）」表示してある計数は、小数点第２位以下を四捨五入して表していますので、

合計が「１００」にならないことがあります。 
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第１部 景況調査 

 

１．全企業総合（調査対象１８２社） 
 

（１） 概況 

増加 ２４．７ ％ 増加 １３．７ ％

変わらず ４７．８ ％ 変わらず ５７．７ ％売上額 

減少 ２７．５ ％

収 益 

減少 ２８．６ ％

当金庫の取引先１８２社を対象とした景気動向アンケートの全企業調査結果によると、今期（平成２３年１０月

～１２月）の景況は、売上高の判断指数が▲２．８（前期▲２０．０）、収益は▲１４．９(前期▲３１．９)で、前期（平

成２３年７月～９月）の判断指数と比較すると、売上高は１７．２ポイント、収益は１７．０ポイントそれぞれ改善し、

マイナス指標ながらも改善した。主要指標の推移グラフをみると、売上高、収益ともに上昇傾向にある。 

日本銀行静岡支店が昨年 12 月 15 日に発表した短観では、１２月時点のＤＩは全産業の合計で▲１３ポイント

から▲１１ポイントへと改善しており、半年前のＤＩが▲３２であったことを考えれば、震災直後に落ち込んだ県内

全体の景況は次第に回復傾向にあることが窺える。 

当金庫取引先の調査における前年の同時期（平成２２年１０月～１２月期）と比較した判断指数は、売上高が

▲１４．８（前期▲２４．９）、収益が▲２２．５（前期▲３７．３）となっており、マイナス指数が続く前年割れの状況に

変わりはないが、いずれも前年同期よりも改善傾向にあることが窺える結果となった。 

全業種を通じた売上ならびに収益の判断指数は、平成２０年３月期の調査より依然としてマイナスの状況が

続いているが、主要指標の推移グラフから過去３年間の推移をみると、平成２１年３月期の調査が底となってお

り、年明けに一旦落ち込んだ後に一年ほどかけて回復するという一定の循環を繰り返していることが分かる。 

原発による放射能問題も未だに解決への道筋が見えず、欧米の財政危機に端を発した円高も高止まってい

ることから輸出産業を中心に産業の空洞化が懸念され、消費税の増税、電気料金の値上がりなども議論される

など経済への影響は必至であり、日本経済の再生と地域経済の再生までの道のりは厳しさを増しているように

も感じられる。 

なお、業種別に今期の判断指数の状況を整理すると、次のようになる。 

 

当 期 判 断 指 数 当 期 判 断 指 数 
売上 

－ ０ ＋ 
収益 

－ ０ ＋ 

 

（上昇） 
一般製造業   

 

（上昇） 
   

 

（変わらず）
  建設業 

 

（変わらず）
   

対
前
年
比
判
断
指
数 

 

 

（下降） 

卸売業 

小売業 

サービス業

不動産業 

 紙関連製造業 

対
前
年
比
判
断
指
数 

 

 

（下降） 

一般製造業 

卸売業 

小売業 

サービス業 

不動産業 

 
紙関連製造業

建設業 
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（２） 経営上の問題点 

経営上の問題点として挙げられた項目の上位５位までを示すと、下表の通りとなる。 

上位５位までの項目については、多少の順位の変動はあるものの項目自体の変更は無い。今回の調査では

「売上の停滞・減少」が１．３ポイントの上昇、「仕入単価の上昇」が１．０ポイントの上昇となった。前回調査に引

き続き今回の調査でも仕入単価の上昇を問題点として挙げた事業者が増加しており、仕入価格の上昇は不動

産業以外の全ての業種で見られている。その一方で販売単価は下落しており、全体的に低収益構造が拡がっ

ていることが窺え、地域経済の疲弊を懸念せざるを得ない。 

その他「人材不足」と回答する企業が増加傾向にあり、人材の育成も急務であると考えている事業者も目立

ち始めている。また、「立地の変化」「公共事業の減少」など外部環境による問題点を挙げる企業も少なくない。 
 

項         目 回答の割合（今回） 回答の割合（前回） 

競争の激化 ２７．３ ％ ２６．０ ％

売上の停滞・減少 ２６．１ ％ ２６．３ ％

建物等の狭小・老朽化 ８．８ ％ ６．９ ％

販売単価の下降 ８．３ ％ ９．２ ％

仕入単価の上昇 ６．３ ％ ８．４ ％
 

（３） 平成２４年１～３月の見通し 

来期の予想判断指数についても前期より改善傾向にある。売上高の予想指数は▲３．３（前期▲９．２）、収

益の予想指数は▲９．９（前期▲２０．６）とそれぞれマイナス指数ながらも前期より改善している。売上高に関す

る予想指数では一般機械製造業と紙関連製造業でプラスとなり、小売業とサービス業で±０であった。収益に

関する予想指数ではサービス業で±０であった他はマイナスであった。 

来期の予想判断指数の状況を業種別に整理したものが次の表であるが、一般製造業・紙関連製造業は増

収減益見通しとなっており、製造原価などコストの上昇が窺える。サービス業は現状維持程度の見通しである

が、その他の業種では減収減益見通しという結果となった。 

全業種で仕入れコストが上昇している結果となっており、今後は売上の増加が収益の増加に繋がるような収

益体質の構築が課題となってくるものと思われる。 
 

当 期 判 断 指 数 当 期 判 断 指 数 
売上 

－ ０ ＋ 
収益 

－ ０ ＋ 

 

（上昇） 

一般製造業  紙関連製造業
 

（上昇） 

   

 

（変わらず） 

小売業 

サービス業 
  

 

（変わらず） 

サービス業   

来

期

判

断

指

数 

 

 

（下降） 

卸売業 

不動産業 
 建設業 

来

期

判

断

指

数 

 

 

（下降） 

一般製造業 

卸売業 

小売業 

不動産業 

紙関連製造業 建設業

増加 １９．２ ％ 増加 １２．６ ％

変わらず ５８．２ ％ 変わらず ６４．８ ％売上額 

減少 ２２．５ ％

収 益 

減少 ２２．５ ％
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時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 6.0 △ 3.3 △ 6.0 △ 20.7 △ 20.0 △ 10.3 △ 2.8 -

△ 13.0 1.1 △ 5.0 △ 9.3 0.5 △ 9.2 △ 7.1 △ 3.3

△ 23.5 △ 16.4 △ 18.5 △ 24.6 △ 31.9 △ 16.8 △ 14.9 -

△ 16.2 △ 15.3 △ 13.6 △ 16.4 △ 11.4 △ 20.6 △ 15.8 △ 9.9

売 上 高 △ 21.9 △ 19.7 △ 18.0 △ 18.1 △ 24.9 △ 19.7 △ 14.8

収 益 △ 33.3 △ 26.8 △ 18.5 △ 23.0 △ 37.3 △ 26.8 △ 22.5

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

対 前 年
同期比較

全業種

対

前

期
比

較

売 上 高

収 益

主要指標の推移

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

H2
1.3

H2
1.6

H2
1.9

H2
1.1

2

H2
2.3

H2
2.6

H2
2.9

H2
2.1

2

H2
3.3

H2
3.6

H2
3.9

H2
3.1

2

H2
4．

3予
想

売上高

収益
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経営上の問題点の推移（全業種） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

売上の停滞・減
少 29.5

競争の激化
24.6

販売単価の下
降 11.8

建物等の狭小・
老朽化 9.9

その他 13.4

仕入単価の上
昇 3.6

人件費などの
経費の増加 7.2

平成２２年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 28.0

競争の激化
26.4

販売単価の下
降 12.4

その他 17.2

建物等の狭小・
老朽化 7.2

人件費などの
経費の増加 4.7

人手不足 4.0

平成２３年１
～３月

売上の停滞・減
少 25.0

競争の激化
24.9

建物等の狭小・
老朽化 8.5

人件費などの
経費の増加 5.8

仕入単価の上
昇 7.4

販売単価の下
降 12.7

その他 16.5

平成２３年４
～６月

売上の停滞・
減少 26.3

競争の激化
26.0

仕入単価の上
昇 8.4

その他 17.0

販売単価の下
降 9.2

建物等の狭
小・老朽化 6.9

人件費などの
経費の増加

6.3

平成２３年１０
～１２月

競争の激化
27.3

売上の停滞・減
少 26.1

建物等の狭小・
老朽化 8.8

販売単価の下
降 8.3

仕入単価の上
昇 6.3

その他 17.5

人件費などの
経費の増加 5.8

平成２３年７
～９月

売上の停滞・減
少 26.3

競争の激化
26.0販売単価の下

降 9.2

仕入単価の上
昇 8.4

その他 17.0

人件費などの
経費の増加

6.3

建物等の狭小・
老朽化 6.9
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２．製造業（全般）（調査対象６４社） 

 

（１）受注生産・売上数量動向 

 

今期の判断指数は、受注額▲１．６（前期▲１２．３）、生産額１．６（前期▲１５．４）、売上数量▲４．７（前期▲

１０．８）となり、受注に関する判断指数は前期に引き続き改善傾向にある。紙関連製造業は前期同様プラスの

指数となっているが、一般機械製造業は前期同様マイナスの指数となっており、紙関連製造業が比較的堅調

に推移している。なお過去のレポートでも指摘したように、２１年９月の調査以降、受注額は増加と減少の指数

を四半期毎交互に繰り返している。 

 

（２）価格・収益動向 

 

販売単価の判断指数は▲１５．６（前期▲７．７）、原材料仕入価格は１４．０（前期１０．７）、収益では▲１７．２

（前期▲１５．４）となり、販売単価の下落と仕入価格の上昇が収益を圧迫している状況が窺える。販売単価につ

いては１５．６％が下降したと回答したのに対して、１５．６％が仕入価格は上昇したと回答しており、３割近くが

収益は減少したと回答している。前期と同様に、仕入価格の上昇分を販売価格に転嫁できていないことが推定

され、収益環境は全体的に悪化しているものと考えられる。前年同期と比較した判断指数では、販売単価▲１８．

８（前期▲１０．８）、原材料仕入価格２３．４（前期２６．１）、収益▲１２．５（前期▲２１．５）となっており、原材料仕

入価格の上昇により収益は確実に悪化していることが顕著に表れている。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

 

受注額の来期予想判断指数は７．８（前期▲３．０）で、前期に引き続き１０．８ポイントの改善、収益の来期予

想判断指数は前期並みの▲６．２（前期▲６．１）となった。受注は堅調な推移を予想しつつも、販売単価の下

落や原材料価格の上昇などによる収益性の悪化を予想している。日銀短観によれば、県内製造業の１２月のＤ

Ｉは▲１であったが３月の予想ＤＩは▲８へと悪化しており、自動車関連製造業などで回復傾向がみられているも

のの、全体的には厳しい予想となっている。 

また調査先製造業の設備投資実施状況について、今期実施した企業は７社（１０．９％）で、前期実績（９社

（１３．８％））を下回った。実施予定の企業については前期（７社（１０．８％））より４社増加し１１社（１７．２％）に

増加した。経営上の問題点として設備の狭小・老朽化を挙げる事業先も製造業全体では１８先にのぼり、設備

投資の時期を窺っていると考えられる。 

増加 ２３．４ % 増加 ２５．０ % 増加 １７．２ %

変わらず ５１．６ % 変わらず ５１．６ % 変わらず ６０．９ %受注額 

減少 ２５．０ %

生産額 

減少 ２３．４ %

売 上 

数 量 
減少 ２１．９ %

上昇 ０．０ % 上昇 １５．６ % 増加 １２．５ %

変わらず ８４．４ % 変わらず ８２．８ % 変わらず ５７．８ %
販 売 

単 価 
下降 １５．６ %

仕 入 

価 格 
下降 １．６ % 

収 益 

減少 ２９．７ %

増加 ２３．４ % 増加 １４．１ %

変わらず ６０．９ % 変わらず ６５．６ %受注額 

減少 １５．６ %

収 益 

減少 ２０．３ %



７ 

 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 1.5 △ 12.3 3.1 △ 24.6 △ 9.3 △ 12.3 △ 1.6 -

△ 13.8 4.6 △ 1.6 △ 9.2 △ 3.1 0.0 △ 3.0 7.8

△ 1.6 △ 12.3 1.5 △ 23.1 △ 10.7 △ 15.4 1.6 -

△ 10.8 4.7 △ 4.6 △ 6.2 △ 1.6 △ 1.5 0.0 9.4

0.0 △ 9.2 1.5 △ 15.3 △ 10.7 △ 10.8 △ 4.7 -

△ 10.8 4.7 △ 4.6 △ 9.3 △ 6.2 △ 4.6 △ 4.6 6.3

△ 13.8 △ 12.3 △ 13.9 △ 9.3 △ 6.1 △ 7.7 △ 15.6 -

△ 16.9 △ 10.7 △ 15.4 △ 18.5 △ 3.1 △ 3.1 △ 10.8 △ 1.6

26.1 9.2 1.5 18.4 15.4 10.7 14.0 -

△ 3.1 24.7 10.8 7.7 20.0 13.8 6.1 9.4

△ 9.2 △ 4.6 △ 4.6 △ 10.8 △ 7.7 △ 3.1 7.8 -

△ 6.1 △ 9.2 0.0 △ 7.6 △ 10.8 1.5 △ 3.0 1.5

△ 6.2 △ 3.1 △ 7.6 △ 9.2 △ 6.1 △ 6.2 1.6 -

△ 7.7 △ 6.2 △ 1.6 △ 6.1 △ 6.1 △ 10.7 △ 3.1 0.0

△ 18.5 △ 20.0 △ 13.9 △ 23.0 △ 23.1 △ 15.4 △ 17.2 -

△ 26.1 △ 16.9 △ 16.9 △ 17.0 △ 15.4 △ 4.7 △ 6.1 △ 6.2

受 注 額 △ 16.9 △ 15.4 △ 9.2 △ 4.6 △ 6.1 △ 7.7 △ 4.7

収 益 △ 30.8 △ 26.2 △ 23.1 △ 16.9 △ 26.2 △ 21.5 △ 12.5

6.2 21.5 6.2 12.3 9.2 13.8 10.9

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

収 益

対 前 年
同期比較

設 備 投 資 実 施

製造業（全般）

対

前

期

比

較

受 注 額

生 産 額

売上数量

販売単価

原 材 料
仕入価格

製 品
在庫数量

原 材 料
在庫数量

主要指標の推移

△ 80.0

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H21
.1
2

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H22
.1
2

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H23
.1
2

H24
．3予

想

受注額

販売単価

収益
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経営上の問題点の推移（製造業全般） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

売上の停滞・減
少 28.2

競争の激化
20.8

建物等の狭小・
老朽化 12.1

その他 10.7

仕入単価の上
昇 4.0

人件費などの
経費の増加

10.1

販売単価の下
降 14.1

平成２２年１０
～１２月

競争の激化
22.8

売上の停滞・減
少 27.8

建物等の狭小・
老朽化 9.5

販売単価の下
降 17.1

人件費などの
経費の増加 5.1

人手不足 3.8

その他 13.9

平成２３年１
～３月

競争の激化
20.3

建物等の狭小・
老朽化 12.8

売上の停滞・減
少 23.0

その他 13.5

人件費などの
経費の増加 6.8

仕入単価の上
昇 7.4

販売単価の下
降 16.2

平成２３年４
～６月

競争の激化

24.6

売上の停滞・減

少 22.3
人件費などの

経費の増加 9.2

販売単価の下
降 10.0

建物等の狭小・
老朽化 9.2

仕入単価の上
昇 6.9

その他 17.7

平成２３年１０
～１２月

競争の激化
16.7人件費などの

経費の増加 9.5

在庫過多 9.5

販売単価の下
降 9.5

建物等の狭小・
老朽化 7.1

その他 19.0

売上の停滞・減
少 28.6

平成２３年７
～９月

売上の停滞・減
少 22.3

競争の激化
24.6

その他 17.7

仕入単価の上

昇 6.9

建物等の狭小・
老朽化 9.2

販売単価の下
降 10.0

人件費などの
経費の増加 9.2



９ 

３．製造業（一般機械）（調査対象４２社） 
 

（１）受注生産・売上数量動向 

増加 ２６．２ % 増加 ２６．２ % 増加 １６．７ %

変わらず ４２．９ % 変わらず ４２．９ % 変わらず ５４．８ %受注額 

減少 ３１．０ %

生産額 

減少 ３１．０ %

売 上 

数 量 
減少 ２８．６ %

 

今期の判断指数は、受注額が▲４．８（前期▲９．３）、生産額が▲４．８（前期▲１１．６）、売上数量が▲１１．

９（前期▲７．０）と、受注額と生産額についてはマイナス指数ながらも前期より改善している。在庫に関する指

数は、製品在庫、原材料在庫ともに８割以上が「変わらず」と回答しており、在庫調整は順調に推移していること

が窺える。前年同期と比較した判断指数は、受注額が１１．９（前期７．０）、生産額が９．５（前期７．０）、売上数

量が９．５（前期６．９）となり、受注・生産に関しては前年同期よりも確実に改善している。 

 

（２）価格・収益動向 

 

販売単価の判断指数は▲１９．０（前期▲９．３）、原材料仕入価格は１１．９（前期１１．６）、収益は▲２６．２

（前期▲１１．６）という結果となり、販売単価は下降しているのに対し、仕入価格は依然として上昇傾向にあるこ

とから、収益は３８．１％が前期よりも減少しており、収益性の悪化が顕著に表れており、非常に厳しい経営環境

が続いている。 

また、前年同時期と比較した判断指数は、販売単価が▲２１．４（前期▲１４．０）、原材料仕入価格２９．０（前

期２４．３）、収益は▲７．２（前期▲１４．０）となっており、販売単価の下降と仕入価格の上昇による収益性の悪

化を生産性の向上などを通じて収益力を強化している様子が窺える。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

 

来期見通しの判断指数は、受注額９．５（前期▲７．０）、収益▲７．１（前期▲９．３）となり、受注の増加を見込

む事業先が増加傾向にあることが特徴的である。ただし受注の増加が収益に直結しない事業先も多く、今後は

さらに経営のスリム化が必要となってくると考えられる。 

当地区の主要産業の一つでもある自動車関連分野について、１１月の軽自動車を含む新車登録台数は全

国で前年比２５．１％、県内でも１９．８％（いずれも速報値）となり、震災以降大きく落ち込んでいた新車登録台

数は、９月から改善され、１０月、１１月は２か月連続で前年比増加となった。 

しかしながら、原子力発電所の問題から電気料金の値上げが予定されており、また為替相場も円高で高止

まりしていることやヨーロッパの金融危機も未だに収束の目処が立っていないことなどから、輸出産業を中心と

して国内産業の空洞化とそれに伴う地域経済への影響も懸念される。 

上昇 ０．０ % 上昇 １４．３ % 増加 １１．９ %

変わらず ８１．０ % 変わらず ８３．３ % 変わらず ５０．０ %
販 売 

単 価 

下降 １９．０ %

仕 入 

価 格 

下降 ２．４ % 

収 益 

減少 ３８．１ %

増加 ２６．２ % 増加 １４．３ %

変わらず ５７．１ % 変わらず ６４．３ %受注額 

減少 １６．７ %

収 益 

減少 ２１．４ %



１０ 

 

製造業（一般、機械）

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 7.0 △ 9.3 2.4 △ 11.6 △ 18.6 △ 9.3 △ 4.8 -

△ 11.6 △ 4.7 △ 11.6 △ 9.3 △ 9.3 2.3 △ 7.0 9.5

△ 7.0 △ 7.0 2.4 △ 16.3 △ 18.6 △ 11.6 △ 4.8 -

△ 4.7 △ 2.3 △ 13.9 △ 9.3 △ 7.0 △ 2.3 △ 4.6 11.9

△ 7.0 △ 4.7 △ 2.4 △ 9.3 △ 21.0 △ 7.0 △ 11.9 -

△ 4.7 △ 4.6 △ 13.9 △ 11.6 △ 14.0 △ 4.6 △ 9.3 9.5

△ 23.3 △ 16.3 △ 16.3 △ 11.7 △ 9.3 △ 9.3 △ 19.0 -

△ 20.9 △ 16.3 △ 23.3 △ 27.9 △ 9.3 △ 4.6 △ 14.0 △ 7.1

30.2 14.0 0.0 18.6 18.6 11.6 11.9 -

0.0 30.3 14.0 6.9 18.6 13.9 4.6 7.1

△ 9.3 0.0 △ 4.6 △ 9.3 2.3 △ 2.3 0.0 -

△ 4.6 △ 9.3 0.0 △ 11.6 △ 13.9 2.3 △ 7.0 4.8

△ 11.6 0.0 △ 11.6 △ 9.3 △ 4.6 △ 7.0 △ 4.8 -

△ 2.3 △ 7.0 △ 2.4 △ 11.6 △ 13.9 △ 6.9 △ 4.7 4.7

△ 27.9 △ 20.9 △ 16.2 △ 16.3 △ 32.6 △ 11.6 △ 26.2 -

△ 25.6 △ 25.6 △ 27.9 △ 20.9 △ 25.6 △ 7.0 △ 9.3 △ 7.1

受 注 額 △ 18.6 △ 13.9 0.0 9.3 △ 7.0 7.0 11.9

収 益 △ 32.5 △ 30.2 △ 18.6 △ 9.3 △ 32.6 △ 14.0 △ 7.2

2.3 20.9 7.0 11.6 7.0 11.6 9.5

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

収 益

対 前 年
同期比較

設 備 投 資 実 施

対

前

期

比

較

受 注 額

生 産 額

売上数量

販売単価

原 材 料
仕入価格

製 品
在庫数量

原 材 料
在庫数量

主要指標の推移

△ 80.0

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H
21

.12

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H
22

.12

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H
23

.12
H
24

．
3予

想

受注額

販売単価

収益
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経営上の問題点の推移（一般製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

競争の激化
22.6

建物等の狭小・
老朽化 9.4

その他 9.4
仕入単価の上

昇 3.8

人件費などの
経費の増加 8.5

販売単価の下
降 16.0

売上の停滞・減
少 30.2

平成２２年１０
～１２月

競争の激化
24.8

建物等の狭小・
老朽化 9.7

その他
7.8

人件費などの
経費の増加 4.4

人手不足 4.4

販売単価の下
降 17.7

売上の停滞・減
少 28.3

平成２３年１
～３月

建物等の狭小・
老朽化 12.0

競争の激化
19.4

売上の停滞・減
少 22.2

販売単価の下
降 15.7

仕入単価の上
昇 7.4

人件費などの
経費の増加 7.4

その他 15.7

平成２３年４
～６月

売上の停滞・減
少 23.1

人件費などの
経費の増加 8.8

競争の激化
24.2

販売単価の下
降 9.9

建物等の狭小・
老朽化 7.7

人手不足 6.6

その他 19.8

平成２３年７
～９月

売上の停滞・減
少 23.1

人件費などの
経費の増加 8.8

その他 19.8

人手不足 6.6

建物等の狭小・
老朽化 7.7

販売単価の下
降 9.9

競争の激化
24.2

平成２３年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 18.8

販売単価の下
降 16.3

競争の激化
21.3

建物等の狭小・
老朽化 18.8

人手不足 5.0

人件費などの
経費の増加 5.0

その他 15.0



１２ 

４．製造業（紙・紙加工）（調査対象２２社） 

 

（１）受注生産・売上数量動向 

 

紙関連製造業における判断指数は、受注額で４．６（前期▲１８．２）、生産額で１３．６（前期▲２２．８）、売上

数量で９．１（前期▲１８．２）となり、前期に大幅な悪化となった指数は、今期はプラスに改善された。推移グラフ

をみると受注額に関しては上昇と下降を四半期毎に繰り返している。前年同期と比較した判断指数では、受注

額は▲３６．４（前期▲３６．４）、生産額は▲２７．３（前期▲４１．０）、売上数量は▲３６．４（前期▲３６．４）となっ

ており、依然として前年割れの状態が続いている。日銀短観によると県内の製紙関連製造業のＤＩは▲２２で、

前期（▲５６）よりも改善しているがマイナス指数である。 

日本製紙連合会発表の「平成 23 年 11 月 紙・板紙需給速報」によると、紙・板紙の国内出荷は前年同月比

で０．０％と前年並みであるも家庭紙や新聞用紙などの「紙」の国内出荷は３か月連続の減少となる前年同月比

で▲４．０％であったが、段ボール原紙などの「板紙」の国内出荷は４か月連続の増加となる前年同月比５．４％

となった。 

 

（２）価格・収益動向 

 

価格・収益動向にかかる判断指数については、販売単価が▲９．１（前期▲４．５）、原材料仕入価格が１８．２

（前期９．１）という結果となった。販売単価が上昇と回答した事業先は無いが、仕入価格は２割弱が上昇してい

ると回答しており、収益の指数は±０であるが、１３．６％が前期比より減少したと回答している。中小企業にとっ

ては原材料仕入価格の上昇分を販売単価へ転嫁することは難しい現実もある。 

一方で前年同時期と比較した判断指数では、販売単価は▲１３．６（前期▲４．５）、原材料仕入価格は１３．７

（前期１８．２）、収益は▲２２．８（前期▲３６．４）となっており、前年と比較しても収益性の悪化が顕著である結

果となった。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 １８．２ % 増加 １３．６ %

変わらず ６８．２ % 変わらず ６８．２ %受注額 

減少 １３．６ % 

収 益 

減少 １８．２ %
 

来期見通しの判断指数は、受注額が４．６（前期４．５）、収益は▲４．６（前期±０）となっており、受注は増加

予想であるが、原材料価格の上昇により、収益は減少予想となっている。７割程度は今期並みと予想している

が、２割ちかくは今期よりも収益は悪化すると見込んでいる。日銀短観における紙・パルプ製造業の予想ＤＩも

▲２２で、今期のＤＩと同数となっている。 

増加 １８．２ % 増加 ２２．７ % 増加 １８．２ %

変わらず ６８．２ % 変わらず ６８．２ % 変わらず ７２．７ %受注額 

減少 １３．６ %

生産額 

減少 ９．１ %

売 上 

数 量 

減少 ９．１ %

上昇 ０．０ % 上昇 １８．２ % 増加 １３．６ %

変わらず ９０．９ % 変わらず ８１．８ % 変わらず ７２．７ %
販 売 

単 価 

下降 ９．１ %

仕 入 

価 格 

下降 ０．０ %

収 益 

減少 １３．６ %



１３ 

 

製造業（紙・紙加工品）

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

9.1 △ 18.2 4.5 △ 50.0 9.1 △ 18.2 4.6 －

△ 18.2 22.7 18.2 △ 9.1 9.1 △ 4.5 4.5 4.6

9.1 △ 22.7 0.0 △ 36.4 4.6 △ 22.8 13.6 －

△ 22.7 18.2 13.6 0.0 9.1 0.0 9.1 4.6

13.6 △ 18.2 9.1 △ 27.3 9.1 △ 18.2 9.1 －

△ 22.7 22.7 13.6 △ 4.5 9.1 △ 4.5 4.5 0.0

4.5 △ 4.5 △ 9.1 △ 4.5 0.0 △ 4.5 △ 9.1 －

△ 9.1 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 △ 4.5 9.1

18.2 0.0 4.5 18.2 9.1 9.1 18.2 －

△ 9.1 13.6 4.5 9.1 22.7 13.6 9.1 13.7

△ 9.1 △ 13.7 △ 4.6 △ 13.7 △ 27.3 △ 4.6 22.7 －

△ 9.1 △ 9.1 0.0 0.0 △ 4.6 0.0 4.5 △ 4.5

4.5 △ 9.1 0.0 △ 9.1 △ 9.1 △ 4.6 13.6 －

△ 18.2 △ 4.5 0.0 4.5 9.1 △ 18.2 0.0 △ 9.1

0.0 △ 18.2 △ 9.1 △ 36.4 △ 4.5 △ 22.7 0.0 －

△ 27.3 0.0 4.6 △ 9.1 4.5 0.0 0.0 △ 4.6

受 注 額 △ 13.7 18.2 △ 27.3 △ 31.9 △ 4.6 △ 36.4 △ 36.4

収 益 △ 27.3 4.6 △ 31.9 △ 31.9 △ 13.6 △ 36.4 △ 22.8

13.6 22.7273 4.5 13.6 13.6 18.2 13.6

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

収 益

対 前 年
同期比較

設 備 投 資 実 施

対

前

期

比

較

受 注 額

生 産 額

売上数量

販売単価

原 材 料
仕入価格

製 品
在庫数量

原 材 料
在庫数量

主要指標の推移

△ 80.0

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H21
.1
2

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H22
.1
2

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H23
.1
2

H24
．3予

想

受注額

販売単価

収益



１４ 

経営上の問題点の推移（紙関連製造業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

建物等の狭小・
老朽化 18.6人件費などの

経費の増加
14.0

売上の停滞・減
少 23.3

競争の激化
16.3

販売単価の下
降 9.3

人手不足 4.7

その他 14.0

平成２２年１０
～１２月

競争の激化
17.8

その他
7.3

在庫過多 4.4

人件費などの
経費の増加

6.7

販売単価の下
降 15.6

売上の停滞・減
少 26.7

建物等の狭小・
老朽化 8.9

平成２３年１
～３月

競争の激化
22.5

建物等の狭小・
老朽化 15.0

売上の停滞・減
少 25.0

販売単価の下
降 17.5

仕入単価の上
昇 7.5

人件費などの
経費の増加 5.0 その他

23．3

平成２３年４
～６月

売上の停滞・減
少 20.5

販売単価の下
降 10.3

競争の激化
25.6

建物等の狭小・
老朽化 12.8

仕入単価の上
昇 10.3

人件費などの
経費の増加

10.3

その他 10.3

平成２３年７
～９月

売上の停滞・減
少 20.5

その他 10.3

人件費などの
経費の増加

10.3

仕入単価の上
昇 10.3

建物等の狭小・
老朽化 12.8

競争の激化

25.6

販売単価の下
降 10.3

平成２３年１０
～１２月

競争の激化
16.7

在庫過多 9.5

売上の停滞・減
少 28.6

販売単価の下
降 9.5

人件費などの
経費の増加 9.5

仕入単価の上
昇 7.1

その他 19.0



１５ 

５．卸売業（調査対象１８社） 

 

（１）売上・売上数量動向 

増加 ２２．２ % 増加 ２２．２ %

変わらず ３８．９ % 変わらず ４４．４ %売上高 

減少 ３８．９ %

売 上 

数 量 
減少 ３３．３ %

今期の判断指数は、売上高が▲１６．７（前期▲３３．３）、売上数量が▲１１．１（前期▲３３．３）を示し、マイナ

ス指数ながらも前期よりは改善したが、平成２０年９月以来、売上高の判断指数はプラスに転じていない。また

前年同期と比較した判断指数においては、売上高が▲２２．３（前期▲３３．３）、売上数量が▲１６．７（前期▲３

３．３）で前期よりは改善されたが依然としてマイナス指数となっている。 

日銀短観においても、卸売業にかかるＤＩは前期とほぼ横ばいの▲４１であり、業界全体として厳しい状況が

続いている。 

 

（２）価格・収益動向 

上昇 ２２．２ % 上昇 ２７．８ % 増加 ５．６ %

変わらず ７２．２ % 変わらず ５５．６ % 変わらず ５５．６ %
販 売 

単 価 
下降 ５．６ %

仕 入 

単 価 
下降 １６．７ % 

収 益 

減少 ３８．９ %

収益面の判断指数については、販売単価が１６．６（前期±０）、仕入単価が１１．１（前期▲５．５）、収益が▲

３３．３（前期▲３３．３）となっている。販売単価も上昇しているが仕入単価も上昇しており、仕入価格の上昇分を

販売単価に反映させていることが窺える。当金庫の卸売業にかかる調査先の３割が製紙原料卸売業であるた

め、製紙メーカーにおいて仕入価格が上昇しているという結果を裏付けることとなった。 

収益についても４割近くが前期よりも悪化していると回答しており、仕入価格の上昇が収益の低下に大きく影

響を与えていることが窺える。 

なお前年同期と比較した判断指数については、販売単価、仕入単価ともに２２．２（前期１６．６）、収益が▲３

３．４（前期▲３３．３）となっており、卸売業をとりまく収益環境は依然として前年割れの状態いており、厳しい状

況が続いている。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 ５．６ % 増加 ５．６ %

変わらず ４４．４ % 変わらず ５０．０ %売上高 

減少 ５０．０ %

収 益 

減少 ４４．４ %

売上高の来期予想の判断指数は▲４４．４（前期▲１６．６）、収益の来期予想の判断指数は▲３８．８（前期▲

２７．８）で、見通しに関する指数は大幅に悪化している。日銀短観における卸売業の予想ＤＩは▲４１で今期の

ＤＩと変化は無い。 

経営上の問題として、売上の停滞、競争の激化を合わせると５６．７％にのぼり、次いで多いのが仕入価格の

上昇で１０．８％となっており、収益性の改善のためには仕入価格の上昇分を確実に販売単価に反映すること

が必要であるが、物流体制そのものが大きく変革している現状にあっては、卸売業の厳しい状況は今後も続く

ものと考えられる。 



１６ 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 11.1 0.0 △ 11.1 △ 22.2 △ 22.2 △ 33.3 △ 16.7 －

△ 5.6 △ 27.8 11.1 △ 22.2 △ 11.1 △ 27.7 △ 16.6 △ 44.4

△ 16.7 0.0 △ 16.7 △ 27.8 △ 22.2 △ 33.3 △ 11.1 －

△ 11.1 △ 27.8 11.1 △ 22.2 △ 5.5 △ 27.7 △ 16.6 △ 44.4

△ 22.2 5.6 △ 5.5 △ 16.6 △ 5.5 0.0 16.6 －

△ 16.6 △ 16.7 5.5 0.0 △ 5.6 △ 11.1 △ 16.7 5.6

△ 16.7 0.0 11.1 △ 16.7 △ 5.6 △ 38.9 5.6 －

0.0 △ 22.2 11.1 △ 11.1 11.1 5.5 △ 22.2 △ 5.6

0.0 16.6 5.5 5.5 11.1 △ 5.5 11.1 －

△ 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 27.7 0.0 11.1

△ 16.6 △ 16.6 △ 5.5 △ 5.6 △ 27.8 △ 27.8 11.1 －

△ 11.1 △ 16.6 △ 5.5 △ 5.5 △ 22.2 △ 22.2 △ 22.2 △ 27.8

△ 27.8 △ 27.8 △ 55.5 △ 5.5 △ 33.3 △ 33.3 △ 33.3 －

△ 11.1 △ 22.2 0.0 △ 33.3 △ 22.2 △ 33.3 △ 27.8 △ 38.8

売 上 高 △ 27.7 △ 22.2 △ 22.2 △ 38.9 △ 11.1 △ 33.3 △ 22.3

収 益 △ 33.3 △ 33.3 △ 55.5 △ 27.8 △ 44.5 △ 33.3 △ 33.4

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

収 益

対 前 年
同期比較

卸売業

対

前

期

比

較

売 上 高

売上数量

販売単価

仕 入 額

仕入単価

在庫数量

主要指標の推移

△ 80.0

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H21
.1
2

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H22
.1
2

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H23
.1
2

H24
．3予

想

売上高

販売単価

収益



１７ 

経営上の問題点の推移（卸売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

競争の激化
21.1

仕入単価の上
昇 7.9

売上の停滞・減
少 31.6

人手不足 10.5

建物等の狭小・
老朽化 7.9

その他 21.1

平成２２年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 22.0

その他 24.4

人手不足 7.3

販売単価の下
降 9.8

競争の激化
26.8

在庫過多 9.8

平成２３年１
～３月

競争の激化
22.0

人手不足 12.2

売上の停滞・減
少 22.0

仕入単価の上
昇 14.6

販売単価の下
降 12.2

その他 17.1

平成２３年４
～６月

競争の激化
23.7

販売商品・原材
料の不足・入手

難 10.5

売上の停滞・減
少 31.6

仕入単価の上
昇 10.5

販売単価の下
降 7.9

その他 15.8

平成２３年７
～９月

競争の激化

23.7

その他 15.8

販売単価の下
降 7.9

仕入単価の上
昇 10.5

売上の停滞・減
少 31.6

販売商品・原材
料の不足・入手

難 10.5

平成２３年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 24.3

人手不足 8.1

競争の激化
32.4

仕入単価の上
昇 10.8

販売単価の下
降 5.4

その他 18.9



１８ 

６．小売業（調査対象３９社） 

 

（１）売上・売上数量動向 

増加 ２３．１ % 増加 ２３．１ %

変わらず ４３．６ % 変わらず ４３．６ %売上高 

減少 ３３．３ %

売 上 

数 量 
減少 ３３．３ %

今期の判断指数は、売上高が▲１０．２（前期▲１２．８）、売上数量が▲１０．２（前期▲１５．４）となり、前期よ

りも若干改善した。売上に関しては少しずつ持ち直しの動きが感じられ、日銀のレポートでも前年同期と比較し

て減少幅が縮小しているとしている。商店街では駐車場が不足していること、核となる集客力の高い大型店舗

が不在であること、大型量販店との競合があること、等の諸問題に悩まされているが、販売単価の下落も一部で

は一服感がみられている 

経済産業省発表の参考指標であるが、１０月の県内の百貨店売上高は前年比で▲１．２％、県内のスーパ

ー売上高は前年比で▲１．７％と若干減少しているものの、その減少幅は縮小しており、比較的堅調な推移と

なっている。なお、１１月の生鮮食品を除いた消費者物価指数は速報値で０．２となり、プラスが続いている。 

 

（２）価格・収益動向 

上昇 ５．１ % 上昇 ７．７ % 増加 １２．８ %

変わらず ８７．２ % 変わらず ８４．６ % 変わらず ５９．０ %
販 売 

単 価 
下降 ７．７ %

仕 入 

単 価 
下降 ７．７ %

収 益 

減少 ２８．２ %

収益関連の判断指数については、販売単価が▲２．６（前期▲５．２）、仕入単価が±０（前期±０）、収益が

▲１５．４（前期▲１２．８）となっており、販売単価の下落と仕入単価の上昇について一服感がみられ始めており、

売上高減少による収益低下が問題となりつつあるように感じられる。 

また前年同時期と比較した判断指数においては、販売単価が±０（前期▲２．６）、仕入単価が１０．２（前期７．

６）、収益▲２８．２（前期▲３５．９）となっており、前年と比較して仕入単価が上昇したことから収益が悪化してい

る結果となっている。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 ２０．５ % 増加 １５．４ %

変わらず ５９．０ % 変わらず ６６．７ %売上高 

減少 ２０．５ %

収 益 

減少 １７．９ %

来期見通しの判断指数は売上高が±０（前期▲２０．５）、収益が▲２．５（前期▲２０．５）で、大幅な改善見通

しという明るい結果となった。日銀短観でも小売業の見通しＤＩは±０で、今期のＤＩ（▲１２）よりも改善見通しと

なっている。 

消費に大きな影響を与える雇用・所得環境であるが（30，31 頁参照）、富士公共職業安定所発表の有効求

人倍率は、２３年１１月までの過去１年間では２３年７月が最も低い０．４４であったが、その後回復し１１月は０．６

０まで回復した。全国の有効求人倍率（０．６９）、県内の有効求人倍率（０．６６）とはなお開きがあることを鑑み

れば、富士地区の雇用情勢は厳しい状態が続いているといえる。なお日銀のレポートでは「一部に弱めの動き

がみられるものの、持ち直しに向けた動きが窺われる」と個人消費について分析しており、雇用・所得環境につ

いては「震災後に強まった厳しさがやや和らいできている」と分析している。 



１９ 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 7.5 2.6 △ 17.9 △ 41.0 △ 42.5 △ 12.8 △ 10.2 －

△ 15.0 △ 15.0 △ 20.5 △ 7.7 0.0 △ 25.0 △ 20.5 0.0

△ 20.0 5.1 △ 18.0 △ 41.0 △ 42.5 △ 15.4 △ 10.2 －

△ 20.0 △ 12.5 △ 20.5 △ 5.1 △ 5.2 △ 27.5 △ 25.6 0.0

0.0 △ 20.5 2.6 △ 5.1 △ 15.0 △ 5.2 △ 2.6 －

△ 7.5 △ 7.5 △ 10.2 0.0 17.9 △ 22.5 △ 12.8 △ 2.6

△ 10.0 2.5 10.2 △ 20.6 △ 22.5 △ 15.4 △ 12.8 －

△ 22.5 △ 15.0 △ 12.8 5.1 17.9 △ 22.5 △ 20.5 0.0

10.0 △ 12.8 12.8 12.8 5.0 0.0 0.0 －

△ 5.0 △ 2.5 △ 5.1 10.2 23.1 5.0 △ 7.7 2.6

△ 15.0 △ 20.5 △ 12.8 △ 28.2 △ 15.0 △ 10.3 △ 7.7 －

△ 5.0 △ 20.0 △ 12.8 △ 7.7 △ 5.1 △ 12.5 △ 7.7 △ 7.7

△ 27.5 △ 15.4 △ 15.3 △ 43.6 △ 47.5 △ 12.8 △ 15.4 －

△ 20.0 △ 20.0 △ 23.0 △ 7.7 △ 20.5 △ 35.0 △ 20.5 △ 2.5

売 上 高 △ 25.0 △ 23.1 △ 18.0 △ 20.5 △ 37.5 △ 30.8 △ 23.1

収 益 △ 32.5 △ 20.5 △ 25.6 △ 25.7 △ 47.5 △ 35.9 △ 28.2

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

収 益

対 前 年
同期比較

小売業

対

前

期

比

較

売 上 高

売上数量

販売単価

仕 入 額

仕入単価

在庫数量

主要指標の推移

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H21
.1
2

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H22
.1
2

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H23
.1
2

H24
．3予

想
売上高

販売単価

収益



２０ 

経営上の問題点の推移（小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

売上の停滞・減
少 25.8

建物等の狭小・
老朽化 12.4

競争の激化
29.2

販売単価の下
降 16.9

人手不足 6.7

その他 9.0

平成２２年１０
～１２月

競争の激化

26.1

その他 20.7

在庫過多 4.3

建物等の狭小・
老朽化 10.9

売上の停滞・減
少 31.5

販売単価の下
降 6.5

平成２３年１
～３月

売上の停滞・減
少 23.7

仕入単価の上

昇 8.6

競争の激化
31.2

建物等の狭小・
老朽化 9.7

販売単価の下
降 7.5

その他 19.4

平成２３年４
～６月

売上の停滞・減
少 27.1

仕入単価の上
昇 8.3

競争の激化
31.3

販売単価の下
降 9.4

建物等の狭小・
老朽化 8.3

その他 15.6

平成２３年７
～９月

売上の停滞・減
少 27.1

その他 15.6

建物等の狭小・
老朽化 8.3

販売単価の下
降 9.4

競争の激化
31.3

仕入単価の上
昇 8.3

平成２３年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 24.7

人手不足 5.5

競争の激化
34.2

建物等の狭小・
老朽化 13.7

仕入単価の上
昇 5.5

その他 16.4



２１ 

７．建設業（調査対象２９社） 

 

（１）受注・工事施工高動向 

増加 ３７．９ % 増加 ３４．５ %

変わらず ４４．８ % 変わらず ４８．３ %受注額 

減少 １７．２ %

工 事 

施工高 
減少 １７．２ %

今期の判断指数は、受注額が２０．７（前期▲１３．８）、工事施工高が１７．３（前期▲６．９）となり、２１年９月以

降マイナスが続いていた受注に関する指数は９期ぶりにプラスに転じた。前年同期と比較した判断指数では、

受注額が±０（前期▲２７．６）、工事施工高が１０．３（前期▲２４．２）となっており、前年同期よりも回復している

結果となった。日銀短観では県内の建設業の今期ＤＩは▲４１で、前期よりも１３ポイントの改善となっている。 

東日本建設業保証が発表の「静岡県内における公共工事の動向」によると、２３年４月から１１月までの公共

工事は、件数で前年比▲６．６％、請負金額で前年比▲１９．３％と、いずれも前年比マイナスの状態が続いて

おり、官需は低位に推移していることが窺える。 

今年度に富士市が受け付けた変更申請を含めない建築確認申請件数の累計は、２３年１０月末現在９４６件

で、前年度よりも１０件の減少となっている。中でも住宅の建築確認申請件数が前年度より２１件減少しており、

住宅投資が低調であることを示している。国土交通省の資料によれば、県内における１０月の新設住宅着工戸

数は対前年比▲２７．８％で、全国の▲５．８％よりも大幅に低水準となっている。 

以上のデータから考えると、公共工事や住宅工事は低調に推移しており、本調査でみられた建設業の業況

改善は一時的なものであると考えられる。 

 

（２）価格・収益動向 

上昇 １０．３ % 上昇 １０．３ % 増加 ２４．１ %

変わらず ７９．３ % 変わらず ８２．８ % 変わらず ５８．６ %
請 負 

価 格 
下降 １０．３ %

材 料 

単 価 
下降 ６．９ %

収 益 

減少 １７．２ %

収益関連の判断指数については、請負価格が±０（前期▲１７．３）、材料単価が３．４（前期１０．３）、収益が

６．９（前期▲１３．８）となっており、前期に引き続き材料単価の上昇が続いているが、収益の指数をみると５８％

程度が前期並みと回答しているものの２４％程度は前期比増益、１７％程度は前期比減益と回答しているなど、

事業先によってばらつきがみられていることも特徴である。 

前年同期と比較した判断指数は、請負価格が▲２７．６（前期▲２０．７）、材料単価が１７．２（前期２０．７）、収

益が▲１０．３（前期▲２７．６）となっており、依然として厳しい状況である。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 １７．２ % 増加 １０．３ %

変わらず ６２．１ % 変わらず ６９．０ %受注額 

減少 ２０．７ % 

収 益 

減少 ２０．７ %

来期予想の判断指数は、受注額が▲３．５（前期６．９）、収益が▲１０．４（前期▲１０．３）となり、今期よりも減

収減益見通しとなった。日銀短観における県内の建設業の予想ＤＩは▲５９で、全産業中で最も悪い見通しとな

っている。上述のように雇用環境や所得環境が大幅に改善される見通しは低く、公共工事も大幅に増加する可

能性は低いことなどから考えても、建設業を取り巻く経営環境は今後も厳しい状況が続くものと考えられる。 



２２ 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 14.3 0.0 △ 13.8 △ 3.5 △ 27.6 △ 13.8 20.7 －

△ 34.5 17.8 △ 6.9 △ 13.8 6.9 △ 13.8 6.9 △ 3.5

△ 28.6 3.5 0.0 0.0 △ 34.5 △ 6.9 17.3 －

△ 34.5 10.7 0.0 △ 10.3 0.0 △ 20.7 10.4 0.0

△ 21.4 △ 20.7 △ 27.6 △ 20.7 △ 24.1 △ 17.3 0.0 －

△ 31.0 △ 14.3 △ 24.1 △ 20.7 △ 20.7 △ 24.1 △ 3.4 △ 3.4

17.9 3.4 0.0 24.1 41.4 10.3 3.4 －

6.9 21.4 20.7 3.4 17.2 31.0 13.8 6.9

0.0 △ 6.9 △ 3.5 0.0 △ 10.3 △ 3.4 0.0 －

0.0 3.5 0.0 △ 10.3 3.4 △ 6.9 0.0 0.0

△ 21.5 △ 6.9 △ 20.7 △ 17.2 △ 41.4 △ 13.8 6.9 －

△ 41.4 △ 10.7 △ 10.4 △ 24.2 △ 6.9 △ 31.0 △ 10.3 △ 10.4

受 注 額 △ 21.4 △ 6.9 △ 13.8 △ 6.9 △ 44.8 △ 27.6 0.0

収 益 △ 39.3 △ 24.2 △ 27.6 △ 10.4 △ 44.8 △ 27.6 △ 10.3

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

対 前 年
同期比較

建設業

対

前

期

比

較

受 注 額

工事施工
高

請負価格

材料単価

材料在庫
数 量

収 益

主要指標の推移

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0
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２３ 

経営上の問題点の推移（建設業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

競争の激化
37.7

借入難 4.9

売上の停滞・減
少 39.3

仕入単価の上
昇 4.9

代金回収の悪
化 3.3

その他
 5.0

平成２２年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 22.6

その他
 6.8

人手不足 4.8

借入難 8.1

競争の激化
43.5その他 8.1

平成２３年１
～３月

売上の停滞・減
少 32.3

仕入単価の上
昇 4.6

競争の激化
38.5

借入難 9.2

人件費などの
経費の増加 4.6 その他

 6.3

平成２３年４
～６月

売上の停滞・減
少 30.6

競争の激化
30.6

その他 9.7

借入難 6.5

販売商品・原材
料の不足・入手

難 8.1

仕入単価の上
昇 14.5

平成２３年７
～９月

競争の激化
30.6

その他 9.7借入難 6.5

仕入単価の上
昇 14.5

売上の停滞・減
少 30.6販売商品・原材

料の不足・入手
難 8.1

平成２３年１０
～１２月

売上の停滞・減
少 29.6

仕入単価の上
昇 5.6

競争の激化
46.3

人手不足 5.6

代金回収の悪
化 3.7

その他 9.3



２４ 

８．サービス業（調査対象２１社） 

 

（１）売上動向 

増加 ２３．８ %

変わらず ４２．９ %売上高 

減少 ３３．３ %

売上高について今期の判断指数は▲９．５（前期１３．６）、前年同期と比較した判断指数では、▲３８．１（前

期▲３１．９）となり、前期にプラスに転じた売上高の指数は今期に再びマイナスに転じてしまった。しかしながら、

４２．９％は前期並み、２３．８％は増収、３３．３％が減収と回答しているように、全体的に悪化しているとは言い

にくい。日銀短観による県内の業種別ＤＩでは、対個人サービス業が２２で１１ポイントの改善となっている。しか

しながら対事業所サービス業が▲８で８ポイントの悪化、旅館・ホテルは▲６３で変化無しという結果であった。 

 

（２）価格・収益動向 

上昇 ９．５ % 上昇 １９．０ % 増加 １９．０ %

変わらず ９０．５ % 変わらず ８１．０ % 変わらず ３８．１ %
料 金 

単 価 
下降 ０．０ %

材 料 

単 価 
下降 ０．０ % 

収 益 

下降 ４２．９ %

収益関連の判断指数は、料金単価が９．５（前期４．６）、材料単価が１９．０（前期１８．２）、収益が▲２３．９

（前期▲１３．６）であった。材料単価の上昇が収益を押し下げている現実が顕著に表れた結果となった。最近

の調査では平成２２年６月に記録した▲２８．６に次ぐ低水準となってしまった。 

なお、前年同時期と比較した判断指数は、料金単価が９．５（前期▲９．１）、材料単価が２３．８（前期２７．３）、

収益が▲４２．８（前期▲４５．４）となっており、前年同時期よりも料金単価は上昇しているが、材料単価の上昇

による影響の方が大きく、収益は前年よりも大きく減少している結果となった。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 １９．０ % 増加 １４．３ %

変わらず ６１．９ % 変わらず ７１．４ %売上高 

減少 １９．０ %

収 益 

減少 １４．３ %

来期見通しの判断指数について、売上高が±０（前期▲９．１）、収益が±０（前期▲１８．２）となっており、今

期並を見込んでいる。日銀短観による予想ＤＩでは、対事業所サービス業が▲２３で今期よりも１５ポイントの悪

化、対個人サービス業が２２で変化無し、旅館・ホテルは▲５０で１３ポイントの改善という結果で、サービス業全

体としては若干厳しさが和らいでいるように感じられる。 

過去のレポートでも指摘しているが、当金庫のサービス業にかかる調査先は景気の影響を受けやすいサー

ビス業と、受けにくいサービス業とに二分されるため、売上高に関する指標については変動幅が比較的小さい

のが特徴的であると同時に、仕入価格の上昇を価格に転嫁出来づらいという面もあるため、収益の変動幅が大

きいことも特徴の一つである。 



２５ 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

△ 14.3 △ 9.5 △ 9.6 △ 19.1 △ 18.2 13.6 △ 9.5 －

18.2 23.9 0.0 0.0 14.3 9.1 △ 9.1 0.0

△ 14.2 0.0 0.0 △ 4.8 △ 4.6 4.6 9.5 －

4.5 △ 9.5 4.8 △ 9.5 0.0 △ 4.5 9.1 △ 4.8

4.8 9.5 14.3 4.7 18.2 18.2 19.0 －

9.1 △ 4.7 4.8 0.0 14.3 13.6 18.2 9.5

△ 9.6 0.0 14.3 4.8 9.1 27.3 9.5 －

9.1 0.0 9.5 4.7 14.2 22.7 4.5 9.5

△ 28.6 △ 14.3 △ 9.6 △ 23.8 △ 9.1 △ 13.6 △ 23.9 －

4.5 4.8 △ 9.5 △ 9.6 9.5 0.0 △ 18.2 0.0

売 上 高 △ 19.1 △ 28.6 △ 38.1 △ 52.3 △ 40.9 △ 31.9 △ 38.1

収 益 △ 19.1 △ 33.3 △ 38.1 △ 52.3 △ 27.3 △ 45.4 △ 42.8

※ 二段書きの上段は実績、下段は前期に予想した指標。

対 前 年
同期比較

サービス業

対

前

期

比

較

売 上 高

料金単価

材料単価

材料仕入
額

収 益

主要指標の推移

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H21
.3

H21
.6

H21
.9

H21
.1
2

H22
.3

H22
.6

H22
.9

H22
.1
2

H23
.3

H23
.6

H23
.9

H23
.1
2

H24
．3予

想

売上高

料金単価

収益



２６ 

経営上の問題点の推移（サービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成２２年７
～９月

競争の激化
22.0

人件費などの
経費の増加 9.8

売上の停滞・減
少 31.7

建物等の狭小・
老朽化 12.2

問題なし 7.3

その他 17.1

平成２２年１０
～１２月

競争の激化

28.9

その他 15.8

代金回収の悪

化 5.3

人件費などの
経費の増加 7.9

売上の停滞・減

少 36.8

人手不足 5.3

平成２３年１
～３月

競争の激化
26.7

仕入単価の上
昇 6.7

売上の停滞・減
少 35.6

販売単価の下
降 8.9

人件費などの

経費の増加 6.7

その他 15.6

平成２３年４
～６月

競争の激化
21.7

人手不足 8.7

売上の停滞・減
少 32.6

仕入単価の上
昇 10.9

販売単価の下
降 8.7

その他 17.4

平成２３年７
～９月

競争の激化

21.7

その他 17.4

販売単価の下

降 8.7

仕入単価の上
昇 10.9

売上の停滞・減
少 32.6

人手不足 8.7

平成２３年１０
～１２月

競争の激化
20.8

人件費などの
経費の増加 8.3

売上の停滞・減
少 31.3

仕入単価の上
昇 12.5

販売単価の下
降 6.3

その他 20.8



２７ 

９．不動産業（調査対象１１社） 

 

（１）売上動向 

増加 ９．１ %

変わらず ７２．７ %売上高 

減少 １８．２ %

今期の売上高の判断指数は▲９．１（前期±０）、前年同期と比較した判断指数は▲２７．３（前期▲５４．５）と

なり、前年割れの状態が続く厳しい状況が依然として続いている。 

震災の影響もあって先行き不安から消費者の貯蓄性向は強まっており、国内の個人預金量は、２．３％前後

で推移しており、消費が上向いているとは判断できない。また製造業における設備投資計画などをみても新た

に不動産を求める動きは低調であり、不動産市況は今後も厳しい状態が続くものと推測される。 

 

（２）価格・収益動向 

上昇 ０．０ % 上昇 １８．２ % 増加 ０．０ %

変わらず ８１．８ % 変わらず ７２．７ % 変わらず ９０．９ %販売単価 

下降 １８．２ %

仕入単価

下降 ９．１% 

収 益 

減少 ９．１ %

収益関連の判断指数については、販売単価が▲１８．２（前期▲２７．３）、仕入単価が９．１（前期▲９．１）とな

り、仕入単価が上昇しているにもかかわらず販売単価は下落しているという収益性の低下が顕れた結果となっ

た。流通性を高めるために販売単価を引き下げて販売しているものが一部でみられることから、収益の判断指

数は前期よりも改善したが▲９．１（前期▲２７．３）とマイナス指数であった。収益に関する判断指数は２０年６月

の調査でマイナス指標に転じて以来、プラスに転じていない。 

なお、前年同時期と比較した判断指数では、販売単価が▲７２．７（前期▲８１．８）、仕入単価が±０（前期▲

１８．２）、収益が▲３６．３（前期▲６３．６）となっており、依然として前年割れの状況が続いている。 

 

（３）平成２４年１月～３月期の見通し 

増加 １８．２ % 増加 ９．１ %

変わらず ４５．５ % 変わらず ５４．５ %売上高 

減少 ３６．４ %

収 益 

減少 ３６．４ %

来期見通しの判断指数については、売上高が▲１８．２（前期▲１８．２）、収益が▲２７．３（前期▲４５．５）とな

っており、売上高は横ばい、収益は今期よりも悪化見通しとなっている。 

経営上の問題点として、８割近くが「売上の停滞」「競争の激化」「販売単価の下落」を挙げており、経営努力

だけでは解決できない現実に悩まされていることが窺える。 



２８ 

 

時 期 平成２２年 平成２３年 平成２４年

指 標 ４～６ ７～９ １０～１２ １～３ ４～６ ７～９ １０～１２ １～３

0.0 9.1 0.0 △ 9.1 △ 27.3 0.0 △ 9.1 －

△ 18.2 △ 18.2 9.1 △ 9.1 △ 9.1 △ 54.5 △ 18.2 △ 18.2

△ 27.3 △ 36.4 △ 9.1 △ 36.4 △ 72.7 △ 27.3 △ 18.2 －

△ 36.4 △ 27.3 △ 18.2 △ 36.4 △ 54.5 △ 63.6 △ 36.4 △ 36.4

△ 18.2 △ 18.2 0.0 △ 27.3 △ 27.3 △ 9.1 9.1 －

△ 18.2 0.0 △ 9.1 △ 18.2 △ 27.3 △ 18.2 △ 9.1 9.1

△ 9.1 △ 36.4 △ 27.3 △ 27.3 △ 27.3 △ 18.2 △ 9.1 －

△ 45.5 △ 27.3 △ 27.3 △ 36.4 0.0 △ 9.1 △ 27.3 0.0

△ 27.3 △ 9.1 △ 9.1 △ 18.2 △ 45.4 △ 27.3 △ 9.1 －

△ 18.2 △ 27.3 0.0 △ 9.1 9.1 △ 54.5 △ 45.5 △ 27.3

売 上 高 △ 36.4 △ 45.4 △ 36.3 △ 18.2 △ 27.3 △ 54.5 △ 27.3

収 益 △ 63.6 △ 36.3 △ 27.2 △ 18.2 △ 54.5 △ 63.6 △ 36.3

対 前 年
同期比較

不動産業

対

前

期

比

較

売 上 高

販売単価

仕入単価

仕入在庫
数 量

収 益

主要指標の推移

△ 80.0

△ 70.0

△ 60.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0
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２９ 

経営上の問題点の推移（不動産業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年７
～９月

売上の停滞・減
少 26.9

在庫過多 7.7

競争の激化
30.8

販売単価の下
降 15.4

借入難 7.7

その他 11.5

平成２２年１０
～１２月

競争の激化
27.3

その他 4.5

在庫過多 4.5

販売単価の下
降 27.3

売上の停滞・減
少 27.3

販売商品・原材
料の不足・入手

難 9.1

平成２３年１
～３月

売上の停滞・減
少 22.2

販売商品・原材
料の不足・入手

難 11.1

販売単価の下
降 29.6

競争の激化
22.2

借入難 7.4

その他 7.4

平成２３年４
～６月

販売単価の下
降 27.3

販売商品・原材
料の不足・入手

難 9.1
売上の停滞・減

少 36.4

競争の激化
18.2

代金回収の悪
化 4.5

その他 4.5

平成２３年７
～９月

販売単価の下
降 27.3

その他 4.5

代金回収の悪

化 4.5

競争の激化
18.2

売上の停滞・減
少 36.4

販売商品・原材
料の不足・入手

難 9.1

平成２３年１０
～１２月

競争の激化
26.1

販売商品・原材
料の不足・入手

難 8.7

売上の停滞・減
少 30.4

販売単価の下
降 21.7

問題なし 8.7

その他 4.3



３０ 

第２部 平成２３年１１月の雇用失業情勢（富士管内） 
資料提供  富士公共職業安定所 

 

有効求人倍率は、０．６０倍で、前月を０．０１ポイント上回った。 

新規求人倍率は、１．０１倍となり、前月を０．０９ポイント上回った。 

 

１．労働市場の概況（学卒を除き、パートタイムを含む） 

（１）求人 

新規求人数は９７３人で、対前年同月比９．２％増加した。これを一般・パート別に前年同月と比較すると、

一般は６４９人で２１．５％の増加、パートは３２４人で９．２％減少した。 

月間有効求人数は２，５９９人で、対前年同月比５．９％増加した。 

 

（２）求職 

新規求職申込件数は９６６人で、対前年同月比７．４％減少した。これを一般・パート別に前年同月と比較

すると、一般は７０３人で４．１％の減少、パートは２６３人で１５．２％の減少となった。 

月間有効求職者数は４，３４８人で、対前年同月比１１．４％の減少となった。 

 

（３）就職 

就職件数は３２１件で、前年同月比３．９％増加した。就職率は３３．２％で前年同月を３．６ポイント上回っ

た。一般・パート別では、一般の就職件数は２３７件で対前年同月比２７．４％増加、就職率は３３．７％で前

年同月を８．３ポイント上回った。また、パートの就職件数は８４件で対前年同月比３１．７％減少、就職率は３

１．９％で前年同月を７．８ポイント下回った。 

 

２．産業別新規求人状況（学卒を除き、パートタイムを含む） 

新規求人を産業別に前年同月と比較すると、農・林・漁業（１６．７％増）、情報通信業（２５．０％増）、金融・

保険業（６５０．０％増）、不動産・物品賃貸業（５５０．０％増）、宿泊業・飲食サービス業（３２．３％増）、医療・

福祉業（４４．４％増）、サービス業（３０．８％増）で増加した。一方、建設業（１．５％減）、製造業（２０．９％減）、

運輸・郵便業（１．０％減）、卸・小売業（１５．２％減）、教育・学習支援業（４４．４％減）、複合サービス業（５０．

０％減）等で減少した。 

製造業の内訳では、化学（６６．７％増）、プラスチック（４０．０％増）、金属製品（１８．２％増）、汎用・生産

用・業務用機械器具（３５．３％増）等で増加した。一方、食料品（２７．３％減）、木材・木製品（１００．０％減）、

パルプ・紙・紙加工品（２４．６％減）、電気機械器具（６１．９％減）、輸送用機械器具（８９．５％減）等で減少し

た。 

 

３．有効求人倍率の推移 
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              ～ 豊かな暮らしを応援する      ふ じ し ん ～ 

富 士 信 用 金 庫 店 舗 一 覧 

店    名 所   在   地 電 話 番 号 

本 部 富士市青島町２１２番地 ０５４５－５３－３００１ 

本 店 富士市青島町２１２番地 ０５４５－５３－２００２ 

吉 原 支 店 富士市御幸町５番１号 ０５４５－５２－５０３１ 

富 士 支 店 富士市平垣本町４番４号 ０５４５－６１－５１２０ 

鷹 岡 支 店 富士市鷹岡本町９番１７号 ０５４５－７１－２０１０ 

岩 松 支 店 富士市岩本２０８３番地の１ ０５４５－６１－５１４０ 

駅 南 支 店 富士市横割本町１６番１０号 ０５４５－６１－５１４２ 

富 士 岡 支 店 富士市富士岡１４５７番地の７ ０５４５－３４－０４０５ 

蒲 原 支 店 静岡市清水区蒲原３丁目５番１７号 ０５４－３８５－３１９５ 

今 泉 支 店 富士市宇東川東町４番１号 ０５４５－５２－１８１５ 

伝 法 支 店 富士市吉原５丁目１番２１号 ０５４５－５２－０１８０ 

吉原駅南支店 富士市鈴川東町４番９号 ０５４５－３３－１４０５ 

広 見 町 支 店 富士市広見西本町６番１４号 ０５４５－２１－５１３０ 

富 士 宮 支 店 富士宮市城北町６６番地 ０５４４－２７－８８１１ 

厚 原 支 店 富士市厚原８６９番地の１ ０５４５－７１－７２６６ 

富 士 見 台 支 店 富士市富士見台６丁目３番１３ ０５４５－２１－２１４１ 

田 子 浦 支 店 富士市柳島８２番地の１２ ０５４５－６３－７３１１ 

富士宮東支店 富士宮市東町９番５号 ０５４４－２６－３７１１ 

八 幡 町 支 店 富士市八幡町５番１１号 ０５４５－６４－７００１ 

今 泉 北 支 店 富士市今泉１丁目５番５号 ０５４５－５１－８０００ 

森 島 支 店 富士市森島３７９番地の６ ０５４５－６４－８２１１ 

大 渕 中 野 支 店 富士市中野２１２番地の１ ０５４５－３６－２２２０ 

須 津 支 店 富士市神谷４２２番地の７ ０５４５－３４－１０８０ 

中 丸 支 店 富士市中丸７０３番地の６ ０５４５－６０－３７３７ 

相 談 プ ラ ザ 富士市青島町２１２番地 ０１２０－４２－８８９９ 

【その他ＣＤ・ＡＴＭ設置場所】 

富士市役所、富士市立中央病院、イオンタウン富士南、富士宮市役所（共同）、ピアゴ富士宮店（共同）、ＪＲ

名古屋駅（共同）、中部国際空港（共同）、富士山静岡空港（共同） 

【営業地区】 

富士市、富士宮市、沼津市（旧戸田村を除く）、静岡市（旧庵原郡蒲原町及び由比町のみ） 

 

 

発行： 総合企画部／富士市青島町２１２番地／ＴＥＬ５３－３０５４ 


